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１．日本型直接支払制度の概要

＜対策のポイント＞

農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域の共同活動、中山間地域等における農業生産活動、自然環境の保全に資する農業生産活動
を支援します。

＜政策目標＞
地域の共同活動、中山間地域等における農業生産活動、自然環境の保全に資する農業生産活動による農業・農村の多面的機能の維持・発揮

＜ 事 業 の 全 体 像 ＞

多面的機能支払
48,652（48,702）百万円

○自然環境の保全に資する生産方式を導入した農業生産活動を推進するため、
活動の追加的コストを支援

環境保全型農業直接支払
2,650（2,650）百万円

○中山間地域等における農業生産活動の継
続的な実施を推進するため、農業生産条件
の不利を補正

・農業生産活動（耕作放棄の防止活動等）
・多面的機能を増進する活動（周辺林地の
管理、景観作物の作付等）

中山間地域等直接支払
26,100（26,100）百万円

中山間地域
（山口県長門市）

カバークロップ有機農業 堆肥の施用

【資源向上支払】
○地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る共同活動を支援
・水路、農道、ため池の軽微な補修
・生態系保全などの農村環境保全活動
・施設の長寿命化のための活動 等

【農地維持支払】
○多面的機能を支える共同活動を支援
・農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の路面
維持等の基礎的保全活動
・農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化 等

※担い手に集中する水路・農道等の管理を地域で支え、規模拡大を後押し

農地法面の草刈り 水路の泥上げ

水路のひび割れ補修 ため池の外来種駆除

近年の農村地域の高齢化、人口減少等により、地域の共同活動等によって支えられ国民全体が享受している多面的機能（国土保全、水源涵養、
景観形成等）の発揮に支障が生じつつあることから、平成27年度から「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、地域の共
同活動による多面的機能の発揮を促進する制度として実施しています。

多
面
的
機
能
の
発
揮

生産方式
に着目

活動内容
に着目

対象地域
に着目

多
面
的
機
能
の

高
度
な
発
揮

【令和５年度予算概算決定額 77,402（77,452）百万円】
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＜対策のポイント＞
地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援します。

＜事業目標＞
○ 農地・農業用水等の保全管理に係る地域の共同活動への多様な人材の参画率の向上（５割以上［令和７年度まで］）
○ 農地・農業用水等の保全管理に係る地域の共同活動により広域的に保全管理される農地面積の割合の向上（６割以上［令和７年度まで］）

日本型直接支払のうち

多面的機能支払交付金
【令和５年度予算概算決定額 48,652（48,702）百万円】

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．多面的機能支払交付金 47,050（47,050）百万円
① 農地維持支払

地域資源の基礎的保全活動等の多面的機能を支える
共同活動を支援します。

② 資源向上支払

地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長寿命化
のための活動を支援します。

２．多面的機能支払推進交付金 1,602（1,652）百万円

交付金の適正かつ円滑な実施に向けて、都道府県、市町
村等による事業の推進を支援します。

交付単価

［５年間以上実施した地区は、➋に75％単価を適用］

※１：➋、❸の資源向上支払は、➊の農地維持支払と併せて取り組むことが必要
※２：➊､➋と併せて❸の長寿命化に取り組む場合は､➋に75％単価を適用
※３：❸の長寿命化において、直営施工を行わない等の場合は、5/6単価を適用

都府県 北海道

❶農地維持支払 ❷資源向上支払
（共同）

❸資源向上支払
（長寿命化）

❶農地維持支払 ❷資源向上支払
（共同）

❸資源向上支払
（長寿命化）

田 3,000 2,400 4,400 2,300 1,920 3,400

畑 2,000 1,440 2,000 1,000 480 600

草地 250 240 400 130 120 400

（円/10a）

※1,2,3 ※1,2,3※1 ※1

＜事業の流れ＞

国 都道府県 市町村
定額定額

農業者等
定額

農地維持支払

・農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の路面維持 等
・農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化、地域資源
の保全管理に関する構想の策定 等

水路の泥上げ農地法面の草刈り 農道の路面維持

・水路、農道、ため池の軽微な補修、景観形成や生
態系保全などの農村環境保全活動 等
・老朽化が進む水路、農道などの長寿命化のための
補修 等

水路のひび割れ補修 農道の窪みの補修 ため池の外来種駆除

資源向上支払

実 施 主 体：農業者等で構成される組織（ ➊及び❸は農業者のみで構成する組織でも取組可能 ）
対象農用地：農振農用地及び多面的機能の発揮の観点から都道府県知事が定める農用地

項目 都府県 北海道

多面的機能の更なる増進 多面的機能の増進を図る活動の取組数を新たに１つ以上増加させる場合等
田 400 320

畑 240 80

農村協働力の深化
上記の支援を受けた上で、構成員のうち非農業者等が４割以上を占め、かつ実践
活動に構成員の８割（役員に女性が２名以上参画している場合は６割）以上
が毎年度参加する場合

草地 40 20

水田の雨水貯留機能の強
化（田んぼダム）の推進

資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積の１/２以上で取り組む場合 田 400 320

（円/10a）【加算措置】

項目 都府県 北海道 交付金（定額）

広域化への支援
広域活動組織の面積規模等に応じ
た交付額

３集落以上または50ha以上 ３集落以上または1,500ha以上 ４万円/年・組織

200ha以上 3,000ha以上 ８万円/年・組織

1,000ha以上 15,000ha以上 16万円/年・組織

（１の事業）

国 都道府県 市町村等

定額定額

（２の事業）

（※）小規模集落加算はR4年度で終了 ２



水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）の推進する活動 ～多面的機能支払交付金～

資源向上支払（共同）

400円/10a
（北海道：320円

/10a）

事業計画期間5年

： 加算単価

2,400円/10a
（北海道：1,920円

/10a）

：従来の単価

○ 近年多発する豪雨災害への対策に向け、水田の持つ雨水貯留機能を活用した取組を推進する必要があることから、資源向上支払
（共同）の支援対象となっている「田んぼダム」の取組に対して、一定の取組面積等の要件を設けた上で、加算措置を創設。

○ 「田んぼダム」の効果発現には面的な広がりが重要であることから、より広範囲で取り組まれるよう支援するもの。

１．加算対象となる「田んぼダム」の定義

大雨時に河川や水路の水位の急上昇を抑えることで下流域の湛
水被害リスクを低減させることを目的に、水田の排水口に流出量
を抑制するための落水量調整装置を設置する等して雨水貯留能
力を人為的に高める取組をいう。

流出を抑制する落水量調整装置の例

ピークカット
効 果

流出抑制の効果

田んぼダム実施の流出量

通常の田んぼの流出量

資料：農研機構

「田んぼダム」により
雨水が一時的に水田に
貯留され、流出量の
ピークがカットされる

ピークカット効果

２．加算措置の要件

注）本支払の活動を5年以上実

施、又は長寿命化のための活
動に取組む地区は加算単価に
0.75を乗じた額とする。

写真：新潟市

３．加算単価

① 市町村による計画の策定
市町村は都道府県知事と協議の上、水田貯留機能強化計画注）1を策
定する。
注1：既に、流域治水プロジェクトの計画等に「田んぼダム」が位置付けられてい

る地域は策定不要

②活動組織による事業計画の変更
・資源向上支払（共同）の活動項目「48 水田の貯留機能向上の活動」

または「55 防災・減災力の強化」の取組として田んぼダムを実施す
ること。

・実施面積、年度別計画及び位置図を事業計画書に記載すること。

③実施面積
・事業計画期間中に、資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積全

体のうち、５割以上（広域活動組織の場合は、加算措置に取り組む
集落毎に交付を受ける田面積全体の５割以上）で「田んぼダム」に
取り組むこと。

３



○ 平成12年度より、中山間地域の条件不利を補填するため、我が国初の直接支払として中山間地域等直接支払を開始。

○ 平成19年度より、農地・農業用水等の保全と質的向上に資する共同活動と、化学肥料・農薬の低減など環境保全に向
けた営農活動を支援するため、農地・水・環境保全向上対策を開始。

○ 平成26年度より、日本型直接支払（中山間地域等直接支払、多面的機能支払、環境保全型農業直接支払）を開始。

○ 平成27年度より、「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく制度として実施。

日本型直接支払制度導入までの経緯

（参考）

H11
年度

H12〜 H19〜 H23〜 H26〜

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法

施
行

日本型直接支払

中山間地域等
直接支払

多面的機能支払

環境保全型
農業直接支払独

立

中山間地域等直接支払

H27〜

農
業
の
有
す
る
多
面
的
機
能
の

発
揮
の
促
進
に
関
す
る
法
律

施
行

環境保全型農業
直接支援対策

農地・水・環境
保全向上対策

農地・水保全
管理支払

中山間地域の条件不利性を補正

農地・農業用水等の保全と質的向上に資する共同活動を支援

化学肥料・農薬の低減など環境保全に向けた営農活動を支援

４



（参考）多面的機能支払交付金のこれまでの制度変遷

第１期対策 第２期対策

農地･水･環境保全向上対策 農地･水保全管理支払

日本型直接支払のうち
多面的機能支払交付金

→H27より多面的機能発揮促進法に基づき実施

→環境保全型農業直接支援対策に移
行

営農活動支援交付金
（環境保全に向けた先進的な営農活動）

共同活動支援交付金

資源向上支払交付金（共同）

共同活動支援交付金

農地維持支払交付金

資源向上支払交付金（長寿命化）

向上活動支援交付金
（施設の長寿命化のための活動）

経過措置として既採択分の継続
実施が可能

向上活動支援交付
金
（高度な農地・水の保全活動）

品
目
横
断
的
経
営
安
定

対
策
と
の
車
の
両
輪
と

し
て
ス
タ
ー
ト

平成23年度
農業用用排水路等の老朽化の進展に対

応するため、農地周りの水路・農道等の長
寿命化のための補修・更新の取組を拡充

平成24年度
生態系保全や水質保全等の活動を推進

するため、水質、土壌、生物多様性等の
地域環境の高度な保全活動の取組を拡充

平成24年度
リーダーの確保や多様な主体の参画の

困難化に対応するため、集落を支える広
域的な体制構築の取組を拡充

平成26年度
地域の共同活動によって支えられている

農業･農村の多面的機能の発揮に支障が生じ
つつあることから、日本型直接支払を創設

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2H20H19 R3

平成30年度
制度創設から５年後に開催

した第三者委員会の意見を踏
まえ、施策評価を行い、本事
業の有効性が示されたことか
ら、事業を継続。

５



○ 農地・水保全管理支払交付金は、平成19年度に創設され、平成26年度からは多面的機能支払交付金として実施。

○ 令和３年度は、約２万６千の組織、約231万㏊の農用地を対象とした活動を支援(ｶﾊﾞｰ率56%、平成25年度比約1.6倍)。

○予算額（国費）、実施面積の推移

※１ H25までは共同活動支援交付金＋向上活動支援交付金＋推進交付金
H26からは、農地維持支払交付金＋資源向上支払交付金＋推進交付金

２．多面的機能支払交付金の実施状況
（１）予算額、取組面積

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３

農地・水保全管
理支払交付金

予算額(億円)※１ 273 272 247 173 212 247 282 - - - - - - - -

取組面積(万ha)
(共同活動) 116 136 143 143 143 146 147 - - - - - - - -

多面的機能支払
交付金

予算額(億円)※１ - - - - - - - 483 483 483 483 484 487 487 487

取組面積(万ha)
(農地維持支払) - - - - - - - 196 218 225 227 229 227 229 231

○対象市町村数、対象組織数
（農地維持支払）

令和３年度

対象市町村数 1,447

対象組織数 26,258

資料：令和３年度実施状況報告書
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※１：認定農用地面積は、対象組織が事業計画に位置付けて活動を実施する農用地の面積。
※２：農用地面積は、「令和２年の農用地区域内の農地面積」に「農用地区域内の採草放牧地面

積」（農村振興局調べ）を加えた面積。

認定農用地面積 農用地面積
カバー率

（ha） (千ha)

Ａ Ｂ Ａ／Ｂ

全体 2,311, 040 4,138.2 56%

田 1,450,265 2,219.0 65%

畑 550,589 1,213.6 45%

草地 310,186 705.6 44%

○ 令和３年度の地域ブロック別実施状況を見ると、農用地面積に対する認定農用地面績の比率（カバー率）は、北
陸が75％で最も高く、次いで北海道67％、近畿65％となっている。

○ 令和３年度の農地維持支払の地目別認定農用地面積を見ると、

・ 認定農用地面積約231万haの内訳は、田が約145万ha、畑が約55万ha、草地が約31万haとなっている。

・ カバー率は、田が65%、畑が45%、草地が44%となっている。

①地域ブロック別の実施状況（令和３年度実績） ②地目別認定農用地面積とカバー率（令和３年度実績）

※１ ※２

（２）地域ブロック別及び地目別の実施状況

中国四国管内のカバー率 ： 42％

鳥取県のカバー率 ： 53％

（島根県：57％、香川県：56％に次いで、管内では３番目に高い。）

７



（３）中国四国管内の多面的機能支払（農地維持支払）の取組状況

○ 対象組織数は、令和２年度に比べ1組織減少し、4,121組織の取組。 （鳥取県：621組織）
うち広域活動組織数は、令和２年度に比べ2組織増加し、118組織の取組に拡大。

○ 取組面積は、令和２年度に比べ2,582ha増加し、145千haの取組。 （鳥取県：16.3千ha）
○ 都府県のカバー率約51％に対して、9ポイント低い42％の取組。 （鳥取県：53％）

注：対象農用地面積は、「平成２年の農用地区内の農地面積調査」における農地面積に「農用地区域内の採草放牧地
面積（農村振興局調べ）」を基に「都道府県別農用地区内の地目別面積比率（農村振興局調べ）」による採草放牧
地面積比率によ り推計した面積を加えた面積。

令和３年度の取組組織数、取組面積

令和３年度農地維持支払取組面積全国シェア

令和３年度農地維持支払取組面積管内県別シェア

1ﾎﾟｲﾝﾄ

1ﾎﾟｲﾝﾄ

1ﾎﾟｲﾝﾄ

1ﾎﾟｲﾝﾄ

1ﾎﾟｲﾝﾄ

56%

うち
広域活動
組織

42%

R２⇒R３増減 ▲ 1 2 2,582

　中国四国計 4,121 118 145,065 343.5 35

39%

R２⇒R３増減 ▲ 2 ▲ 1 1,070

　四　国 1,266 27 49,719 126.5 39

44%

R２⇒R３増減 1 3 1,511

　中　国 2,855 91 95,346 217.0 33

51%

R２⇒R３増減 25 18 18,497

　都府県 25,517 963 1,526,835 2975.0 60

R２⇒R３増減 25 19 20,220

　全　国 26,258 1,010 2,311,040 4138.2 88

A B C B／A B／C

対象組織数 取組面積
(ha)

対象農用
地面積
(千ha）

対象組織
平均面積

(ha)
カバー率

注：対象農用地面積は、「令和２年の農用地区域内の農地面積調査」における農地面積に「農用

８



（４）鳥取県における取組状況

○ 鳥取県における令和3年度の取組面積（農地維持支払）は16.3千haで、前年度に比べて2百ha増加。
○ 前歴事業である農地・水・環境保全向上対策が創設された平成19年度から10千ha、多面的機能支払交付金が創設

された平成26年度から3千ha、それぞれ増加している。
○ 一方、本事業の２期対策への移行時である令和元年度には、役員や活動参加者の高齢化、事務が煩雑であること

から3百ha減少したところ。

① 取組面積の推移（年次別） ② 活動期間別の活動組織数（R3時点）

事業創設（246組織）

多面的機能支払へ移行（615組織）

R3時点（621組織）

③ 活動期間別の認定農用地面積（R3時点）

単位：ha

※ 来年度(R5)に活動期間を迎える活動組織は244組織。

次年度(R6)の192組織と合わせると436組織で、全体の７割弱が２年間で次期対策への検討が必要。 ９



④ 農地維持支払のカバー率

 0％

25％未満

25～50％

50～75％

75％以上

岩美町（90％）

日南町（80％）

日野町（78％）

日吉津村（69％）

八頭町（63％）
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３．多面的機能支払における抽出検査について（中国四国農政局）

○ 中国四国農政局では、毎年、市町村及び活動組織に対して抽出検査を実施。（実施要領1の10及び2の13）
○ ５年間（R1～R5）で、活動組織が存在する全ての市町村において抽出検査を実施。
○ 総会の開催状況、活動の実施状況、証拠書類（活動記録、金銭出納簿、領収書、契約書類）等について確認して
いるところ。

令和４年度の抽出検査における主な指摘事項（中国四国管内）

【総会関係】

① 組織規約に基づき“総会”を開催すること。また、総会前に“監査”を実施すること。

② 総会開催にあたっては、総会資料と議事録を作成すること。

③ 総会の結果については、欠席者も含めて構成員全員に周知すること。

⇒ 近年、農政局や農水本省に活動組織の構成員からの苦情電話が増えてきています。
総会を開催して、組織や事業内容、活動計画について組織内の合意を得るようお願いします。

【活動の実施等】

① 実施した活動は、交付金からの支払いの有無を問わず、全て活動記録に記載すること。

② 翌年度への持越金が発生した場合は、その理由と使用時期を実施状況報告書に記載すること。
なお、持越金が年度交付額３割を超え、かつ、100万円以上となる場合は、使用予定表を作成して市町村の
確認を受けること。

【契約・証拠書類関係】

① 外注による委託契約や工事契約においては、複数者から見積徴集すること。

② 長寿命化による更新工事や高額な物品を購入した場合は財産管理台帳を作成して財産管理すること。
長寿命化（更新工事）により取得した財産については、市町村又は土地改良区へ譲渡手続きを行うこと。

11



（１）多面的機能支払交付金の共同活動中に発生した事故件数の推移（全国）

・本年度、本交付金の共同活動中に発生した事故は、
令和４年12月末時点で137件で、前年度とほぼ同数。

・活動項目別では、草刈り中が69％を占めている。

・転倒転落が全体の45％を占め、死亡事故も発生。

・熱中症や蜂刺されも増加傾向にある。

（２）事故の報告

万一事故が発生した場合は、速やかに市町村担当者へ連絡してください。

（３）保険の加入

安心して共同活動に取り組めるよう、傷害保険等への加入を推進。

年 度
事故発生
件数

取組組織数
（参考）

平成30年度 47 28,348

令和元年度 55 26,618

令和２年度 116 26,233

令和３年度 161 26,258

令和４年度
（12月末時点）

137 －

４．安全管理の徹底について
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多面的機能支払発揮促進事業

中国四国農政局長表彰



多面的機能発揮促進事業の中国四国農政局長表彰について

○ 中国四国農政局では、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のための地域共同活動を強化・推進するとと
もに、関係者の意識啓発を図ることを目的に表彰事業を実施。

○ 各県から推薦された組織について、選定委員会に諮り、最優秀賞を決定。
○ 最優秀賞に選定された組織は、毎年開催される多面的機能支払シンポジウムにおいて、農政局長表彰授与式を行
うこととしている。

令和４年度の農政局長表彰について

15

① スケジュール

② 最優秀賞受賞組織

○ 出上農地・水保全活動組織 （ 鳥取県 琴浦町 ）

○ 中山地域活動組織 （ 香川県 小豆島町 ）

７月下旬 表彰地区の推薦（各県から）

9月中旬～
10月中旬

現地調査、推薦資料の作成

11月中旬 選定委員会（最優秀賞受賞組織の決定）

2月上旬
多面的機能支払シンポジウム
（中国四国農政局長表彰授与式）



広域化の事例紹介
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